
（単位：円）

資産の部

　 Ⅰ流動資産

現金及び預金 4,361,762,115

たな卸資産 47,228,176

前渡金 21,665,686

前払費用 4,051,674

未収還付消費税等 3,287,183,661

その他流動資産 26,584,561

流動資産合計 7,748,475,873

Ⅱ固定資産

１有形固定資産

建物　　　 57,564,635,825

　　減価償却累計額 2,037,942,257 55,526,693,568

構築物 13,050,005,486

　　減価償却累計額 699,104,963 12,350,900,523

機械及び装置 1,019,607,235

　　減価償却累計額 120,425,502 899,181,733

車両運搬具 233,156,373

　　減価償却累計額 35,523,400 197,632,973

工具器具備品 8,234,583,636

　　減価償却累計額 1,228,789,308 7,005,794,328

土地 168,529,823,165

建設仮勘定 302,475,189

その他の有形固定資産 1,328,281,313

有形固定資産合計 246,140,782,792

２無形固定資産

ソフトウェア 87,511,124

無形固定資産合計 87,511,124

３その他の資産

長期前払費用 1,807,251

その他の資産 14,115,000

その他の資産合計 15,922,251

固定資産合計 246,244,216,167

資産合計 253,992,692,040

貸　　借　　対　　照　　表
（平成１４年３月３１日現在）

財　　　　務　　　　諸　　　　表



負債の部

Ⅰ流動負債

運営費交付金債務 174,928,752

預り施設費 35,910,000

未払金 3,673,584,340

未払費用 321,454,709

リース債務 9,370,723

前受金 208,502,754

預り金 290,677,625

流動負債合計 4,714,428,903

Ⅱ固定負債

リース債務 23,697,437

資産見返負債

資産見返運営費交付金 2,562,367,763

資産見返物品受贈額 5,819,387,552

資産見返受託費 506,481,324 8,888,236,639

固定負債合計 8,911,934,076

負債合計 13,626,362,979

資本の部

Ⅰ資本金

政府出資金 238,502,758,786

資本金合計 238,502,758,786

Ⅱ資本剰余金

資本剰余金 1,323,895,600

損益外減価償却累計額（－） -2,726,132,799

損益外固定資産除売却差額（－） -94,400,860

資本剰余金合計 -1,496,638,059

Ⅲ利益剰余金

当期未処分利益 3,360,208,334

（うち当期総利益 3,360,208,334 )

利益剰余金合計 3,360,208,334

資本合計 240,366,329,061

負債資本合計 253,992,692,040



経常費用 （単位：円）
研究業務費

給与、賞与及び諸手当 17,427,168,736
法定福利費・福利厚生費 1,723,932,934
退職金 2,152,722,487
その他人件費 1,154,206,957
外部委託費 1,039,215,921
研究材料消耗品費 3,676,109,677
支払リース料・賃借料 186,819,639
減価償却費 1,283,246,412
保守・修繕費 446,434,385
旅費交通費 545,189,175
水道光熱費 1,573,830,950
図書印刷費 540,817,642
雑費 319,672,384 32,069,367,299

一般管理費
役員報酬 156,690,696
給与、賞与及び諸手当 3,514,105,630
法定福利費・福利厚生費 562,012,003
退職金 385,038,734
その他人件費 215,827,531
消耗品費 465,742,199
支払リース料・賃借料 105,326,449
減価償却費 134,672,187
保守・修繕費 1,857,268,763
旅費交通費 150,953,740
水道光熱費 158,257,846
図書印刷費 97,949,819
雑費 581,801,236 8,385,646,833

財務費用
支払利息 1,116,368

雑損 1,736,810
経常費用合計 40,457,867,310

経常収益
運営費交付金収益 35,127,413,806
事業収益 175,739,163
受託収入 3,772,337,491
資産見返負債戻入 1,422,992,621
財務収益

受取利息 1,533,394
その他の財務収益 1,414 1,534,808

雑益 41,250,505
経常収益合計 40,541,268,394

経常利益 83,401,084
臨時損失

固定資産除却損 10,595,661
固定資産売却損 947,500
承継消耗品費 4,912,425,172

臨時損失合計 4,923,968,333

臨時利益

固定資産売却益 1,166,750
還付消費税等 3,287,183,661
物品受贈益 4,912,425,172

臨時利益合計 8,200,775,583

当期純利益 3,360,208,334
当期総利益 3,360,208,334

損　益　計　算　書
（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）



（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料・商品又はサービスの購入による支出 -7,760,614,574
人件費支出 -25,296,751,076
その他の業務支出 -2,877,443,525
運営費交付金収入 38,005,332,000
受託収入 4,521,988,367
手数料収入 23,549,505
その他事業収入 156,588,330

小計 6,772,649,027
利息の受取額 1,533,394
利息の支払額 -1,116,368

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,773,066,053

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 -3,754,608,938
施設費による収入 1,343,305,000

投資活動によるキャッシュ・フロー -2,411,303,938

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の返済による支出 2,034,353
短期借入れによる収入 -2,034,353

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ 資金増加額 4,361,762,115

Ⅴ 資金期首残高 0

Ⅵ 資金期末残高 4,361,762,115

キャッシュ・フロー計算書
（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日)



（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 3,360,208,334

当期総利益 3,360,208,334

Ⅱ　利益処分額

積立金 3,360,208,334 3,360,208,334

利益の処分に関する書類



（単位：円）

Ⅰ　業務費用

損益計算書上の費用 41,366,972,637

研究業務費 32,069,367,299

一般管理費 8,385,646,833

財務費用 1,116,368

雑損 1,736,810

臨時損失 4,923,968,333 45,381,835,643

（ 控除 ）

事業収益 -175,739,163

受託収入 -3,772,337,491

資産見返受託費戻入 -24,001,039

財務収益 -1,534,808

雑益 -41,250,505 -4,014,863,006

Ⅱ　損益外減価償却相当額 2,726,132,799

Ⅲ　損益外固定資産除売却差額 94,400,860

Ⅳ　引当外退職手当増加見積額 50,714,707

Ⅴ　機会費用

政府出資等の機会費用 3,328,562,156

Ⅵ　行政サービス実施コスト 47,566,783,159

行政サービス実施コスト計算書

（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）



(1) 　運営費交付金収益の計上基準
費用進行基準を採用しています。

(2) 　減価償却の会計処理方法
① 有形固定資産

定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ７～５０年
構築物 ５～５０年
機械及び装置 ４～７年
車両運搬具 ３～７年
工具器具備品 ４～５年

② 無形固定資産
定額法を採用しています。

(3) 　退職手当に係る引当金及び見積額の計上基準

(4) 　たな卸資産の評価基準及び評価方法
終仕入原価法を採用しています。

(5) 　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
１０年償還国債の利回りを参考に１．４％で計算しています。

(6) 　リース取引の処理方法

(7) 　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法を採用しています。

重要な会計方針

　 リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理を行っています。

　 なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３～５年）に基づいて
います。

　 また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第７７）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。

　 職員の退職手当については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職手当に係る引当
金は計上していません。
　 また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職金要
支給額の当期増加額に基づき計上しています。

 　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法
に準じた会計処理を行っています。



(1) 　貸借対照表
① 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 23,717,794,361 円

② オペレーティングリースの取引
1) 貸借対照表日後１年以内のリース期間に係る未経過リース料 37,128,360 円
2) 貸借対照表日後１年を越えるリース期間に係る未経過リース料 75,825,504 円

(2) 　キャッシュフロー計算書
① 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 4,361,762,115 円

② 重要な非資金取引
1) 現物出資の受入による資産の取得

建物 55,830,776,329 円
構築物 12,811,190,937 円
土地 168,529,823,165 円
その他有形固定資産 1,330,968,355 円

計 238,502,758,786 円
2) 無償譲与による資産の取得

機械及び装置 736,088,880 円
車両運搬具 142,021,905 円
工具器具備品 6,144,122,679 円
ソフトウェア 72,024,591 円

計 7,094,258,055 円

3) 無償譲与による消耗品の取得 4,912,425,172 円

4) ファイナンス・リースによる資産の取得
建物 11,965,000 円
工具器具備品 29,648,850 円

計 41,613,850 円

注記事項
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